
 
賃
上
げ
促
進
税
制
と
は

日
本
経
済
新
聞
社
が
４
月
時
点
で
ま

と
め
た
２
０
２
４
年
の
賃
金
動
向
調
査

に
よ
る
と
、
基
本
給
を
底
上
げ
す
る
ベ

ア
の
実
施
率
は
94
・
１
％
と
過
去
最
高

で
し
た
。

中
小
企
業
を
含
め
、
多
く
の
企
業
が

人
材
確
保
の
た
め
に
賃
上
げ
を
実
施
し

て
い
ま
す
が
、
業
績
改
善
は
伴
っ
て
い

ま
せ
ん
。
特
に
中
小
企
業
は
資
本
力
や

経
営
基
盤
が
脆
弱
で
、
大
企
業
の
よ
う

に
効
率
を
上
げ
る
投
資
が
難
し
く
、
結

果
的
に
利
益
の
伸
び
悩
み
が
生
じ
て
い

ま
す
。

ま
た
、
一
方
で
、
物
価
の
上
昇
な
ど

か
ら
、
実
質
賃
金
は
目
減
り
す
る
状
況

が
続
い
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、

政
府
は
税
制
面
で
の
優
遇
措
置
の
推
進

を
続
け
、 現
在
の
「
賃
上
げ
促
進
税
制
」

が
導
入
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
賃
金
を
引
き
上
げ
た
企
業
に

税
の
優
遇
を
提
供
す
る
制
度
で
、
企
業

の
負
担
を
軽
減
し
、
賃
上
げ
を
促
進
す

る
こ
と
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

そ
の
な
か
で
も
「
中
小
企
業
向
け
賃

上
げ
促
進
税
制
」
は
、
中
小
企
業
者
等
、

ま
た
は
青
色
申
告
を
提
出
す
る
常
時
使

用
従
業
員
数
１
０
０
０
人
以
下
の
個
人

事
業
主
が
適
用
対
象
と
な
り
ま
す
。

こ
の
制
度
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
従

業
員
に
対
す
る
給
与
等
の
支
給
総
額
を

増
加
さ
せ
た
場
合
、
そ
の
増
加
分
の
一

定
割
合
を
法
人
税
（
個
人
事
業
主
の
場

合
は
所
得
税
）
か
ら
税
額
控
除
す
る
こ

と
を
可
能
に
す
る
も
の
で
す
。

改
正
の
ポ
イ
ン
ト

２
０
２
４
年
度
の
税
制
改
正
で
は
、

こ
と
し
４
月
１
日
か
ら
２
０
２
７
年
３

月
31
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
事
業
年

度
が
対
象
と
な
る
い
く
つ
か
の
改
正
が

行
な
わ
れ
ま
し
た
（
個
人
事
業
主
に
つ

い
て
は
２
０
２
５
年
か
ら
２
０
２
７
年

の
各
年
が
対
象
）。

な
か
で
も
、
中
小
企
業
向
け
に
新
た

に
創
設
さ
れ
た
「
繰
越
税
額
控
除
制

度
」
は
、
賃
上
げ
の
促
進
を
こ
れ
ま
で

よ
り
さ
ら
に
強
化
す
る
う
え
で
、
不
可

欠
な
改
正
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

な
ぜ
な
ら
、
こ
れ
ま
で
賃
上
げ
を
行

な
っ
て
も
税
額
控
除
の
恩
恵
を
受
け
ら

れ
な
か
っ
た
企
業
が
、
控
除
相
当
額
を

５
年
間
に
わ
た
っ
て
繰
り
越
す
こ
と
が

可
能
に
な
っ
た
こ
と
で
、
制
度
の
メ
リ

ッ
ト
を
享
受
で
き
る
よ
う
に
な
る
と
予

想
さ
れ
る
か
ら
で
す
。

ま
た
、
女
性
が
活
躍
し
や
す
い
環
境

や
子
育
て
へ
の
支
援
に
積
極
的
な
企
業

を
対
象
に
、
控
除
率
が
上
乗
せ
さ
れ
る

と
い
っ
た
措
置
も
拡
充
さ
れ
ま
し
た
。

今
回
の
改
正
に
よ
り
、
中
小
企
業
向

け
賃
上
げ
促
進
税
制
に
よ
る
税
額
控
除

率
は
最
大
で
40
％
か
ら
45
％
に
引
き
上

げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

賃
上
げ
促
進
税
制
の 

適
用
要
件

【【  

制
度
上
の
用
語
解
説

制
度
上
の
用
語
解
説  

】】

ま
ず
、
賃
上
げ
促
進
税
制
の
要
件
を

正
確
に
把
握
す
る
た
め
に
基
本
的
な
と

こ
ろ
を
確
認
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

□ 
中
小
企
業
者
等

「
中
小
企
業
者
等
」
と
は
、
資
本
金

１
億
円
以
下
の
法
人
、
ま
た
は
常
時
使

  「「賃上賃上げげ促進税制促進税制」」のの
改正改正ポポイインントとトと適適用の用の留意点留意点

伯母敏子税理士事務所  

税理士 伯母 敏子

2024年度の税制改正において、
中小企業者等は税額控除しきれ
ない金額を５年間繰り越せる「繰越
税額控除制度」が創設され、実質
的な適用対象企業が広がることと
なりました。改正のポイントと適用
の際の留意点を解説します。

５年間の繰越税額控除制度が創設
５年間の繰越税額控除制度が創設
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用
す
る
従
業
員
数
が
１
０
０
０
人
以
下

の
法
人
な
ど
を
指
し
ま
す
。

た
だ
し
、
資
本
金
１
億
円
を
超
え
る

法
人
や
、
大
規
模
法
人
か
ら
一
定
割
合

以
上
の
出
資
を
受
け
て
い
る
法
人
な
ど

は
対
象
外
と
な
り
ま
す
。

協
同
組
合
等
（
中
小
企
業
等
協
同
組

合
や
農
業
協
同
組
合
等
）
も
含
ま
れ
ま

す
。
法
人
が
中
小
企
業
者
等
に
該
当
す

る
か
ど
う
か
の
判
定
は
、
適
用
を
受
け

る
事
業
年
度
終
了
の
時
の
現
況
に
よ
り

ま
す
。

□ 
給
与
等

「
給
与
等
」
と
は
、
俸
給
、
給
料
、

賃
金
、
歳
費
お
よ
び
賞
与
な
ら
び
に
こ

れ
ら
と
同
様
の
性
質
を
持
つ
給
与
を
指

し
ま
す
。

こ
れ
に
は
退
職
金
な
ど
、
給
与
所
得

に
該
当
し
な
い
も
の
は
原
則
と
し
て
含

ま
れ
ま
せ
ん
。

た
だ
し
、
賃
金
台
帳
に
記
載
さ
れ
た

支
給
額
に
基
づ
い
て
、
所
得
税
法
上
課

税
さ
れ
な
い
通
勤
手
当
な
ど
の
支
給
額

を
含
め
る
な
ど
、
合
理
的
か
つ
一
貫
し

た
方
法
で
給
与
等
の
支
給
額
を
算
定
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

な
お
、
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
の
保
険
負

担
を
軽
減
す
る
た
め
に
支
給
す
る
社
会

保
険
適
用
促
進
手
当
や
、
従
業
員
の
貸

与
型
奨
学
金
を
代
理
返
還
す
る
経
費
な

ど
も
給
与
等
に
含
ま
れ
ま
す
。

□ 
従
業
員

対
象
と
な
る
「
従
業
員
」
と
は
、
企

業
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
従
業
員
全
体
を

指
し
ま
す
。
そ
の
た
め
、
パ
ー
ト
タ
イ

マ
ー
や
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
の
非
正
規
雇

用
者
も
含
ま
れ
ま
す
。

た
だ
し
、
法
人
の
取
締
役
や
使
用
人

兼
務
役
員
、
個
人
事
業
主
の
親
族
な

ど
、
給
与
支
給
に
関
す
る
特
別
な
関
係

に
あ
る
者
は
、
適
用
対
象
外
で
す
。

ま
た
、
長
期
出
張
等
に
よ
り
海
外
で

勤
務
し
て
い
た
期
間
が
あ
る
場
合
で

も
、
当
該
期
間
中
の
給
与
等
が
国
内
の

事
業
所
で
作
成
さ
れ
た
賃
金
台
帳
に
記

載
さ
れ
、
か
つ
そ
の
給
与
が
給
与
所
得

と
し
て
認
定
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、

当
該
従
業
員
は
一
時
的
に
海
外
で
勤
務

し
て
い
た
と
し
て
も
、
国
内
雇
用
者
と

し
て
扱
わ
れ
ま
す
。

こ
の
た
め
、
該
当
者
の
給
与
等
は
、

賃
上
げ
促
進
税
制
に
お
け
る
国
内
雇
用

者
の
給
与
等
支
給
額
に
含
ま
れ
る
こ
と

と
な
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
配
慮
に
よ
り
、
企
業
の

実
質
的
な
雇
用
環
境
を
反
映
し
た
正
確

な
計
算
が
行
な
わ
れ
る
こ
と
を
目
的
と

定
め
つ
つ
、
給
与
等
の
継
続
的
か
つ
適

正
な
算
出
が
可
能
と
な
り
、
適
用
基
準

を
満
た
す
か
ど
う
か
の
確
認
が
行
な
わ

れ
ま
す
。

本
税
制
の
適
用
を
受
け
る
た
め
に

は
、
賃
上
げ
率
や
そ
の
他
の
要
件
を
満

た
す
必
要
が
あ
り
、
適
用
対
象
の
中
小

企
業
者
等
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
が
重

要
で
す
。

従
業
員
に
対
す
る
給
与
支
給
額
の
増

加
に
基
づ
く
税
額
控
除
は
、
企
業
の
財

務
負
担
を
軽
減
し
つ
つ
、
労
働
環
境
の

改
善
を
促
進
す
る
た
め
の
重
要
な
施
策

と
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

【【  

税
額
控
除
の
た
め
の
必
須
要
件

税
額
控
除
の
た
め
の
必
須
要
件  

】】

賃
上
げ
促
進
税
制
に
よ
る
税
額
控
除

を
受
け
る
必
須
要
件
は
、
対
象
企
業
に

お
い
て
支
給
し
て
い
る
雇
用
者
へ
の
給

与
等
の
金
額
が
、
前
年
度
に
支
給
し
て

い
る
給
与
等
の
金
額
に
比
べ
て
１
・

５
％
以
上
増
加
し
て
い
る
こ
と
で
す
。

増
加
率
が
１
・
５
％
以
上
の
場
合
に

は
、
そ
の
増
加
額
の
15
％
相
当
額
を
、

２
・
５
％
以
上
の
場
合
に
は
30
％
相
当

額
を
、
法
人
税
額
ま
た
は
所
得
税
額
か

ら
控
除
で
き
ま
す
。

ま
た
、
こ
れ
に
加
え
、
さ
ら
な
る
要

件
を
ク
リ
ア
す
る
こ
と
で
、
税
額
控
除

率
を
上
乗
せ
さ
せ
る
チ
ャ
ン
ス
が
あ
り

ま
す
。
上
乗
せ
要
件
は
２
種
類
あ
り
、

こ
の
う
ち
の
ひ
と
つ
は
２
０
２
４
年
度

の
税
制
改
正
で
加
わ
っ
た
も
の
で
す
。

【【  

上
乗
せ
要
件
①

上
乗
せ
要
件
①  

】】

上
乗
せ
要
件
の
１
つ
目
は
、
教
育
訓

練
費
の
増
加
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

改
正
に
よ
り
要
件
が
緩
和
さ
れ
た
項

目
で
、
具
体
的
に
は
、
ま
ず
適
用
事
業

年
度
に
お
け
る
教
育
訓
練
費
が
前
事
業

年
度
と
比
較
し
て
５
％
以
上
（
改
正
前

は
10
％
以
上
）
増
加
し
て
い
る
こ
と
が

必
要
で
す
。
前
事
業
年
度
の
教
育
訓
練

費
が
０
円
で
あ
っ
た
場
合
で
も
、
上
乗

せ
要
件
の
適
用
を
受
け
ら
れ
ま
す
。

さ
ら
に
、
適
用
事
業
年
度
の
教
育
訓

練
費
の
総
額
が
、
そ
の
年
度
に
お
け
る

全
従
業
員
に
対
す
る
給
与
等
支
給
総
額

の
０
・
05
％
以
上
で
あ
る
場
合
に
限

り
、
上
乗
せ
要
件
と
し
て
適
用
さ
れ
る

こ
と
が
認
め
ら
れ
ま
す
。

こ
の
上
乗
せ
要
件
を
適
用
す
る
場
合

に
は
、「
教
育
訓
練
等
の
実
施
時
期
、

実
施
内
容
お
よ
び
実
施
期
間
、
受
講
者

名
な
ら
び
に
教
育
訓
練
費
の
支
払
い
に

関
す
る
証
明
」
を
明
記
し
た
書
類
を
作

成
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

な
お
、
こ
の
書
類
は
税
務
当
局
へ
の

提
出
は
不
要
で
す
が
、
必
要
に
応
じ
て

確
認
で
き
る
状
態
で
保
存
し
て
お
く
こ

と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

こ
の
要
件
は
、
企
業
が
従
業
員
の
ス

キ
ル
向
上
や
人
材
育
成
に
積
極
的
に
取

り
組
む
姿
勢
を
奨
励
す
る
た
め
の
措
置

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の
基
準
を

し
っ
か
り
満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

上
乗
せ
要
件
①
を
満
た
す
場
合
に
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は
、
税
額
控
除
率
が
10
％
上
乗
せ
さ
れ

ま
す
。

【【  

上
乗
せ
要
件
②

上
乗
せ
要
件
②  

】】

上
乗
せ
要
件
の
２
つ
目
は
、
今
回
の

改
正
で
新
た
に
加
わ
っ
た
以
下
の
２
パ

タ
ー
ン
で
す
。

ま
ず
、
適
用
事
業
年
度
中
に
「
く
る

み
ん
認
定
」「
く
る
み
ん
プ
ラ
ス
認
定
」

ま
た
は
「
え
る
ぼ
し
認
定
（
２
段
階
目

以
上
）」
の
い
ず
れ
か
を
取
得
し
て
い

る
こ
と
で
す
（
図
表
１
）。

な
お
、
過
去
に
取
得
し
た
認
定
で
は

適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
の
で

注
意
が
必
要
で
す
。

た
と
え
ば
、
２
０
２
４
年
度
に
上
乗

せ
措
置
を
適
用
す
る
に
は
、
２
０
２
４

年
度
（
２
０
２
４
年
４
月
１
日
～
２
０

２
５
年
３
月
31
日
）
中
に
認
定
を
受

け
、
さ
ら
に
税
制
の
適
用
要
件
を
満
た

す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

あ
る
い
は
、
適
用
事
業
年
度
終
了
時

に
「
プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
認
定
」「
プ

ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
プ
ラ
ス
認
定
」
ま
た

は
「
プ
ラ
チ
ナ
え
る
ぼ
し
認
定
」
を
取

得
し
て
い
る
こ
と
が
要
件
で
す
。
こ
ち

ら
は
過
去
の
認
定
で
も
、
そ
れ
ぞ
れ
の

年
度
終
了
時
に
認
定
を
保
持
し
て
い
る

こ
と
で
、
要
件
を
満
た
す
こ
と
が
で
き

ま
す
。

な
お
、「
ト
ラ
イ
く
る
み
ん
認
定
」

お
よ
び
「
ト
ラ
イ
く
る
み
ん
プ
ラ
ス
認

定
」
で
は
上
乗
せ
要
件
の
適
用
を
受
け

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

こ
れ
ら
の
認
定
は
、
企
業
が
仕
事
と

育
児
の
両
立
支
援
や
女
性
の
活
躍
推
進

に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
を

証
明
す
る
も
の
で
す
。

つ
ま
り
、
認
定
取
得
に
よ
り
、
企
業

は
従
業
員
の
労
働
環
境
の
改
善
や
、
ダ

イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
に
対
す
る
社
会
的

評
価
を
高
め
る
こ
と
が
で
き
、
そ
れ
に

加
え
、
税
制
上
の
優
遇
措
置
を
受
け
る

｜図表1｜子育てとの両立支援・女性活躍支援に関する要件

｜図表2｜繰越税額控除制度

上記の５つの基準のうち
１～２つを充足……１段階目
３～４つを充足……２段階目
５つ全てを充足……３段階目

５つ全てを充足（通常より厳しい基準：女性の平均勤続年数が
男性の８割以上、女性の管理職比率が産業平均の1.5倍以上等）
かつ行動計画の目標の達成の場合……プラチナ

中小企業者等

認定基準

中小企業者等

認定基準

× ○ ○

× ○ ○ ○

   旧くるみん※１
トライくるみん

トライくるみんプラス
   くるみん※２
くるみんプラス

プラチナくるみん
プラチナくるみんプラス

えるぼし（１段階目） えるぼし（２段階目） えるぼし（３段階目） プラチナえるぼし

※１ 2022年３月31日以前の改正前の基準によるくるみん認定は加算措置の対象外となります。
※２ 2022年３月31日以前の改正前のくるみん認定基準を前提に取り組んでおり、男性の育児休業等の取得に関する基準の算出に当たって、2022年４月

１日から当初の計画期間の終期までを計画期間とみなして算出し、くるみん認定・くるみんプラス認定を受けた場合は加算措置の対象となります。

男性育休取得率
 ……７％以上
女性育休取得率
 ……75％以上

男性育休取得率
 ……10％以上
女性育休取得率
 ……75％以上

男性育休取得率……30％以上
女性育休取得率……75％以上
出産した女性従業員のうち、
子１歳時点在職者割合
 ……90％以上
出産した女性および出産予定だった
退職した女性従業員のうち
子１歳時点在職割合
 ……70％以上

1. 採用……男女の競争倍率が同程度・正社員に占める女性比率が産業平均以上
2. 継続就業……女性の平均勤続年数が男性の７割以上等
3. 労働時間等の働き方……平均残業45h/月未満等
4. 管理職比率……女性の管理職比率が産業平均以上
5. 多様なキャリアコース……女性の正社員への転換等

最大
５年間の
繰越し

各期の上限の範囲内で調整前法人税額から控除

有所得 有所得

繰越税額
控除

限度超過額

繰越税額
控除

限度超過額

繰越税額
控除

限度超過額

繰越控除額 繰越控除額繰越控除額
0

中小
企業者等
税額控除
限度額

当期税額
基準額 税額

控除額

繰越税額控除制度の適用を受けない事業年度であっても
確定申告書等に明細書の添付が必要

調整前
法人税額×20％

欠 損

図表1、2出典：国税庁資料を元に作成
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た
め
の
重
要
な
要
件
と
も
な
り
得
る
と

い
う
こ
と
で
す
。

上
乗
せ
要
件
②
を
満
た
す
場
合
に

は
、
税
額
控
除
率
に
５
％
が
上
乗
せ
さ

れ
ま
す
。

繰
越
税
額
控
除
制
度
の 

あ
ら
ま
し

こ
れ
ま
で
の
賃
上
げ
促
進
税
制
は
、

赤
字
企
業
や
法
人
税
額
が
発
生
し
な
い

企
業
が
税
額
控
除
を
利
用
で
き
ず
、
制

度
の
恩
恵
を
受
け
に
く
い
と
い
う
課
題

が
あ
り
ま
し
た
。

そ
こ
で
、
各
事
業
年
度
に
お
い
て
、

要
件
を
満
た
す
賃
上
げ
を
実
施
し
た
年

度
に
繰
越
税
額
控
除
限
度
を
超
過
す
る

額
が
発
生
し
た
場
合
、
そ
の
超
過
額
に

つ
い
て
は
、
翌
事
業
年
度
以
降
の
調
整

前
法
人
税
額
か
ら
控
除
で
き
る
「
繰
越

税
額
控
除
制
度
」
が
新
た
に
導
入
さ
れ

ま
し
た（
図
表
２
）。こ
の
制
度
に
よ
り
、

適
用
年
度
内
で
の
控
除
限
度
額
を
超
え

た
場
合
、
そ
の
超
過
額
を
将
来
の
法
人

税
額
か
ら
控
除
す
る
こ
と
が
可
能
と
な

り
、
税
負
担
の
軽
減
と
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ

ロ
ー
改
善
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

【【    

適
用
条
件
と
繰
越
期
間

適
用
条
件
と
繰
越
期
間  

】】

要
件
を
満
た
す
賃
上
げ
を
実
施
し
た

年
度
に
、
控
除
し
き
れ
な
か
っ
た
税
額

に
つ
い
て
、
翌
事
業
年
度
以
降
最
大
５

年
間
に
わ
た
り
繰
越
控
除
を
受
け
る
こ

と
が
可
能
と
な
り
ま
す
が
、
こ
の
制
度

を
適
用
す
る
た
め
に
は
、
賃
上
げ
発
生

事
業
年
度
と
、
繰
越
控
除
を
受
け
よ
う

と
す
る
事
業
年
度
に
そ
れ
ぞ
れ
異
な
る

明
細
書
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

ま
ず
、
未
控
除
額
が
発
生
し
た
事
業

年
度
以
降
の
各
事
業
年
度
の
確
定
申
告

書
に
、
繰
越
税
額
控
除
限
度
超
過
額
の

明
細
書
（
①
）
を
添
付
し
、
提
出
す
る

こ
と
が
必
要
で
す
。

そ
し
て
、
繰
越
控
除
を
受
け
よ
う
と

す
る
事
業
年
度
の
確
定
申
告
書
に
は
、

控
除
を
受
け
る
金
額
を
記
載
し
、
そ
の

計
算
に
関
す
る
明
細
書
（
②
）
を
併
せ

て
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

な
お
、
①
の
明
細
書
が
提
出
さ
れ
て

い
な
い
場
合
に
は
、
未
控
除
額
は
繰
り

越
さ
れ
ず
、
繰
越
税
額
控
除
の
適
用
を

受
け
ら
れ
な
い
と
さ
れ
て
い
る
た
め
、

注
意
が
必
要
で
す
。

赤
字
決
算
等
の
理
由
に
よ
り
、
そ
の

年
度
に
お
い
て
控
除
を
受
け
る
べ
き
金

額
が
０
円
と
な
っ
た
場
合
で
も
、
未
控

除
額
は
翌
年
度
以
降
に
全
額
繰
り
越
す

こ
と
が
可
能
で
す
。

こ
の
場
合
も
、
繰
越
控
除
制
度
に
基

づ
き
適
切
に
処
理
が
行
な
わ
れ
、
次
年

度
以
降
の
控
除
対
象
と
し
て
取
り
扱
わ

れ
る
た
め
、
繰
越
期
間
中
は
関
係
担
当

者
間
で
情
報
共
有
が
必
須
で
す
。

【【    

繰
越
税
額
控
除
制
度
の
メ
リ
ッ
ト

繰
越
税
額
控
除
制
度
の
メ
リ
ッ
ト  

】】

繰
越
税
額
控
除
制
度
は
、
と
く
に
中

小
企
業
に
有
利
な
制
度
で
す
。
赤
字
企

業
が
将
来
の
利
益
を
見
込
ん
で
賃
上
げ

を
行
な
う
こ
と
で
、
控
除
の
恩
恵
を
受

け
ら
れ
る
だ
け
で
な
く
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
の
改
善
も
期
待
で
き
ま
す
。

さ
ら
に
、
賃
金
を
引
き
上
げ
る
こ
と

に
よ
り
、
従
業
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン

や
生
産
性
が
向
上
し
、
結
果
的
に
企
業

の
競
争
力
強
化
に
も
つ
な
が
り
ま
す
。

【【  

繰
越
税
額
控
除
制
度
の
留
意
点

繰
越
税
額
控
除
制
度
の
留
意
点  

】】

制
度
適
用
に
は
、
い
く
つ
か
の
留
意

点
が
あ
り
ま
す
。
従
業
員
ご
と
の
賃
金

引
上
げ
額
や
、
そ
の
引
上
げ
が
要
件
を

満
た
し
て
い
る
か
を
綿
密
に
確
認
し
、

適
切
に
書
類
を
整
え
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
ま
す
。

こ
れ
に
よ
り
、
後
々
の
税
務
調
査
や

申
告
手
続
き
に
お
け
る
リ
ス
ク
を
軽
減

で
き
ま
す
。

ま
ず
、
控
除
を
受
け
る
た
め
に
は
適

切
な
申
告
手
続
き
が
必
要
で
す
。
控
除

額
を
翌
年
度
に
繰
り
越
す
際
に
は
、
申

告
時
の
添
付
書
類
を
漏
れ
な
く
提
出
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
税
務
調
査
に
備
え
て
、
賃
上

げ
が
適
正
に
実
施
さ
れ
た
こ
と
を
証
明

す
る
た
め
の
書
類
を
整
備
し
て
お
く
こ

と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

さ
ら
に
、
５
年
間
の
繰
越
期
間
が
設

定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
繰
越
控
除
の
有

効
期
限
を
管
理
し
、
計
画
的
に
活
用
す

る
こ
と
が
重
要
で
す
。
特
に
利
益
が
急

激
に
増
加
す
る
見
込
み
が
あ
る
年
度
に

は
、
事
前
に
税
務
の
専
門
家
と
相
談

し
、
繰
越
控
除
を
最
大
限
に
活
用
す
る

こ
と
が
推
奨
さ
れ
ま
す
。

◉

今
回
の
賃
上
げ
促
進
税
制
の
改
正

は
、
中
小
企
業
に
と
っ
て
大
き
な
メ
リ

ッ
ト
を
提
供
す
る
も
の
で
す
。
こ
れ
ま

で
の
賃
上
げ
促
進
税
制
の
変
遷
は
、
賃

上
げ
の
促
進
を
目
的
と
し
て
導
入
さ

れ
、
改
正
や
強
化
が
繰
り
返
さ
れ
て
き

ま
し
た
が
、
効
果
を
実
感
し
に
く
い
現

状
が
あ
り
ま
し
た
。

繰
越
税
額
控
除
制
度
の
導
入
や
雇
用

の
質
を
問
う
上
乗
せ
措
置
の
導
入
は
、

納
税
事
業
者
と
労
働
者
双
方
に
配
慮
さ

れ
た
内
容
で
あ
る
と
感
じ
ま
す
。
適
用

に
際
し
て
は
、
適
切
な
申
告
手
続
き
や

税
務
戦
略
が
求
め
ら
れ
ま
す
が
、
こ
れ

を
活
用
す
る
こ
と
で
、
企
業
の
長
期
的

な
成
長
を
支
え
る
こ
と
が
可
能
に
な
り

ま
す
。

税
制
の
メ
リ
ッ
ト
を
最
大
限
に
活
用

し
つ
つ
、
賃
上
げ
に
よ
る
企
業
と
従
業

員
双
方
の
成
長
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

 

う
ば 

と
し
こ　

   

大
学
卒
業
後
、リ
ー
ス
会
社
等
を
経
て
税
理
士
事
務
所
を
開
設
。
中
小
企
業
に
寄
り
添
い
な
が
ら
シ
ン
プ
ル
で 

ス
ピ
ー
デ
ィ
ー
な
経
理
サ
ポ
ー
ト
を
行
な
う
。
企
業
研
修
、
経
営
者
向
け
セ
ミ
ナ
ー
の
講
師
と
し
て
も
活
躍
。
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